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表紙

証券コード：3441

第65回  定 時 株 主 総 会

招集ご通知

開催日時 2023年10月26日（木曜日）午前10時
（開場時間　午前９時）

開催場所 横浜市西区南幸二丁目16番28号
HOTEL THE KNOT YOKOHAMA
（ホテル ザ ノット ヨコハマ）
２階「KING & QUEEN」
（キング アンド クィーン）

議　　案 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である

取締役を除く。）6名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役3名

選任の件
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  3441
2023年10月5日

横浜市港北区綱島東五丁目８番８号

代表取締役社長 三浦　　尚

■1 日　　時 2023年10月26日（木曜日）午前10時（開場時間　午前９時）
■2 場　　所 横浜市西区南幸二丁目16番28号

HOTEL THE KNOT YOKOHAMA（ホテル ザ ノット ヨコハマ）
2階「KING & QUEEN」（キング アンド クィーン）
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 1. 第65期（2022年8月1日から2023年7月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

2. 第65期（2022年8月1日から2023年7月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）6名選任の件
第３号議案　監査等委員である取締役3名選任の件

■4 電子提供措置事項

当社ウェブサイト　https://www.sanno.co.jp/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、
以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「株主総会」を順に選択いた
だき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイ
トにも掲載しておりますので、以下よりご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（山王）又は証券コード（3441）を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総
会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第65回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第65回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年10月25日（水曜日）午後５時30分までにお願い申しあげます。

敬具
記
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招集ご通知

■5 議決権行使につい
てのご案内 3頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

■6 招集にあたっての
決定事項

(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権を有効
なものとしてお取り扱いいたします。

(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問
わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修

正前及び修正後の事項を掲載いたします。
　● 本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、

電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、お送りする書面には記載しており
ません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

　● 本総会は、総会会場での新型コロナウイルス感染防止に配慮しつつ、適切な対策を実施したうえで開催させていただきますが、当
日のご出席に際しましては、開催日時点での感染状況やご自身の体調等をご確認のうえ、慎重にご検討いただきますようお願い申
し上げます。

　● 本総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い申しあげます。

以　上
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年10月26日（木曜日）
午前10時（開場時間　午前９時）

2023年10月25日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

2023年10月25日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第2、3号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。
　● パソコンやスマートフォンのインターネットご利用環境によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。
　● 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の通信料金等は、すべて株主さまの負担になります。

3



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/09/25 12:45:32 / 23002609_株式会社山王_招集通知_電子提供措置用

議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウ
ェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.e-sokai.jp

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

日本証券代行株式会社　代理人部　ウェブサポート専用ダイヤル
［電話］0120（707）743

受付時間　9:00～21:00（土曜、日曜、祝日も受付）

4
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剰余金処分の件

第1号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金10円
配当総額 46,157,520円

剰余金の配当が効力を生じる日 2023年10月27日

株主総会参考書類

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存
じます。
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取締役選任議案

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）6名選任の件

候補者番号 氏　名 地　位 担　当

1 こ う

甲
や ま

山
 

　
ふ み

文
な り

成 取締役会長 ― 再 任
　

2 み

三
う ら

浦
 

　
 

　
ひさし

尚 代表取締役社長 （IR担当、内部監査室、事業開発部管掌) 再 任
　

3 あ ら

荒
ま き

巻
 

　
た く

拓
や

也 専務取締役 東北事業部事業部長（東北事業部、営業部、事
業企画部管掌） 再 任

　

4 い の

井
う え

上
 

　
て つ

哲
や

也 取締役 ＳＰＭＣ取締役社長（海外管掌） 再 任
　

5 は ま

浜
ぐ ち

口
 

　
か ず

和
お

雄 取締役 （情報開示・購買担当、総務部、経理部、バレ
ル製造部管掌） 再 任

　

6 ひ

樋󠄁
ぐ ち

口
 

　
ま さ

雅
の ぶ

信 取締役
東北事業部副事業部長兼技術部部長兼東北事業
部品質保証部部長（品質・環境担当、技術部、
品質保証部、東北事業部副管掌）

再 任
　
　

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）6名全員は、本総会終結の時をもって任
期満了となります。つきましては、取締役6名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会におきまして審議がなされましたが、特段指摘すべき点はないとの意
見を得ております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者番号

1 こ う

甲
 

 
や ま

山
 

　
ふ み

文
 

 
な り

成 （1946年10月４日生）

所有する当社の株式数……………… 8,100株
在任年数……………………………… 30年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1970年    4 月 当社入社
    1993年    10月 当社取締役総務本部本部長
    2001年    5 月 当社取締役総務部部長
    2008年    10月 当社常務取締役（経理・経営企画・

情報開示・購買担当）
    2010年    9 月 当社代表取締役社長（IR・品質・環

境・経営企画担当）

    2012年    7 月 当社代表取締役社長（IR・品質・環
境・新規開発担当）

    2013年    10月 当社代表取締役社長（IR・品質・環
境・技術・新規開発担当）

    2014年    10月 当社代表取締役社長品質保証本部本
部長（IR・環境・事業開発担当）

    2015年    10月 当社取締役会長（現任）
［重要な兼職の状況］
Sanno Philippines Manufacturing Corporation 取締役、Sanno Land Corporation 取締役

取締役候補者とした理由
当社業務全般に関する幅広い知識・経験を有しており、これまでの取締役としての実績を踏まえて、引き
続き取締役候補者としております。

　候補者番号

2 み

三
 

 
う ら

浦
 

　
 

 
 

 
ひ さ し

尚 （1955年３月30日生）

所有する当社の株式数……………… 4,600株
在任年数……………………………… 13年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
    2008年    1 月 当社入社　総務部部長
    2008年    10月 当社経営企画部部長
    2010年    10月 当社取締役経営企画部部長（情報開

示担当）
    2011年    5 月 当社取締役営業部部長兼新規開発プ

ロジェクト部長
    2014年    10月 当社常務取締役営業本部本部長
    2015年    10月 当社常務取締役事業統括本部本部長
    2016年    4 月 当社常務取締役事業統括本部本部長

（購買担当）

    2019年    4 月 当社代表取締役社長兼内部監査室室
長（IR担当）

    2020年    8 月 当社代表取締役社長（IR・環境担
当、内部監査室、事業開発部、品質
保証部、鈴川工場管掌）

2021年10月 当社代表取締役社長（IR担当、内部
監査室、事業開発部、鈴川工場管
掌）

2023年１月 当社代表取締役社長（IR担当、内部
監査室、事業開発部管掌）（現任）

［重要な兼職の状況］
Sanno Philippines Manufacturing Corporation 取締役、Sanno Land Corporation 取締役

取締役候補者とした理由
当社業務全般に関する幅広い知識・経験を有し、また海外情勢にも精通しており、これまでの取締役とし
ての実績を踏まえて、引き続き取締役候補者としております。

　
7
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取締役選任議案

候補者番号

3 あ ら

荒
 

 
ま き

巻
 

　
た く

拓
 

 
や

也（1980年10月26日生）

所有する当社の株式数……………… 153,000株
在任年数……………………………… 8年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2003年    4 月 当社入社　営業部
    2009年    4 月 当社営業部営業二課課長
    2010年    1 月 当社海外営業部海外営業課課長
    2011年    11月 当社営業部営業一課課長
    2015年    2 月 当社営業部次長
    2015年    10月 当社取締役事業統括本部副本部長
    2018年    4 月 当社取締役事業統括本部副本部長兼

システム部部長
    2019年    4 月 当社常務取締役事業統括本部本部長
    2020年    8 月 当社常務取締役東北事業部事業部長

（東北事業部、営業部、事業企画部
技術部管掌）

2021年10月 当社常務取締役東北事業部事業部長
（東北事業部、営業部、事業企画部
管掌）

2022年6月 当社常務取締役東北事業部事業部長
兼営業部部長（東北事業部、営業
部、事業企画部管掌）

2022年10月 当社専務取締役東北事業部事業部長
兼営業部部長（東北事業部、営業
部、事業企画部管掌）

2023年５月 当社専務取締役東北事業部事業部長
（東北事業部、営業部、事業企画部
管掌）（現任）

［重要な兼職の状況］
－

取締役候補者とした理由
営業部門を中心に当社業務全般に関する豊富な知識・経験を有し、また海外情勢にも通じており、これま
での取締役としての実績を踏まえて、引き続き取締役候補者としております。

　候補者番号

4 い の

井
 

 
う え

上
 

　
て つ

哲
 

 
や

也（1968年６月13日生）

所有する当社の株式数……………… 3,300株
在任年数……………………………… 6年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1988年    5 月 当社入社　鈴川工場
    2007年    4 月 当社鈴川工場品質管理課課長
    2010年    1 月 当社鈴川工場工場長
    2013年    11月 当社東北工場工場長
    2017年    1 月 当社事業統括本部副本部長兼東北工場工場

長兼鈴川工場工場長兼秦野工場工場長
    2017年    8 月 当社事業統括本部副本部長兼横浜工場工場

長兼東北工場工場長兼鈴川工場工場長兼秦
野工場工場長

    2017年    10月 当社取締役事業統括本部副本部長兼横浜工
場工場長

    2019年    2 月 当社取締役事業統括本部副本部長兼横浜工
場工場長兼鈴川工場工場長兼秦野工場工場
長

    2019年    5 月 当社取締役事業統括本部副本部長兼横浜工
場工場長兼鈴川工場工場長

    2020年    8 月 当 社 取 締 役 、 Sanno Philippines 
Manufacturing Corporation（以下ＳＰ
ＭＣ）取締役社長（ＳＰＭＣ、山王電子管
掌）

    2020年    12月 当社取締役、ＳＰＭＣ取締役社長（海外管
掌）（現任）

［重要な兼職の状況］
Sanno Philippines Manufacturing Corporation 取締役社長

取締役候補者とした理由
生産部門を中心として当社業務全般に関する豊富な知識・経験を有しており、これまでの取締役としての
実績を踏まえて、引き続き取締役候補者としております。

　
8
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取締役選任議案

候補者番号

5 は ま

浜
 

 
ぐ ち

口
 

　
か ず

和
 

 
お

雄（1968年５月18日生）

所有する当社の株式数……………… 6,100株
在任年数……………………………… 6年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1991年    10月 当社入社　総務部
    2004年    6 月 当社経営企画部企画課課長
    2011年    8 月 当社経営企画部次長
    2014年    10月 当社経理部部長
    2015年    10月 当社管理本部副本部長兼経理部部長
    2017年    10月 当社取締役管理本部本部長兼総務部部長兼

経理部部長（情報開示担当）
    2018年    5 月 当社取締役管理本部本部長兼経理部部長

（情報開示担当）

    2019年    4 月 当社取締役管理本部本部長兼経理部部長
（情報開示・購買担当）

    2019年    5 月 当社取締役管理本部本部長（情報開示・購
買担当）

    2019年    7 月 当社取締役管理本部本部長兼総務部部長
（情報開示・購買担当）

    2020年    8 月 当社取締役総務部部長（情報開示・購買担
当、総務部、経理部、バレル製造部管掌）

2023年9月 当社取締役（情報開示・購買担当、総務
部、経理部、バレル製造部管掌）（現任）

［重要な兼職の状況］
　　　　－

取締役候補者とした理由
管理部門を中心として当社業務全般に関する知識・経験を有しており、これまでの取締役としての実績を
踏まえて、引き続き取締役候補者としております。

　
候補者番号

6 ひ

樋󠄁
 

 
ぐ ち

口
 

　
ま さ

雅
 

 
の ぶ

信 （1974年６月４日生）

所有する当社の株式数……………… 500株
在任年数……………………………… 2年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1999年    4 月 当社入社　横浜工場

    2009年    4 月 当社技術部課長

    2015年    2 月 当社技術部次長

    2016年    9 月 当社技術部部長

    2020年    8 月 当社技術部部長兼東北事業部生産技術部部長

2021年10月 当社取締役技術部部長兼東北事業部生産技術部部

長（品質・環境担当、技術部、品質保証部管掌）

2022年10月 当社取締役東北事業部副事業部長兼技術部部長兼

東北事業部生産技術部部長（品質・環境担当、技

術部、品質保証部、東北事業部副管掌）

2023年9月 当社取締役東北事業部副事業部長兼技術部部長兼

東北事業部品質保証部部長（品質・環境担当、技

術部、品質保証部、東北事業部副管掌）（現任）

［重要な兼職の状況］
　　　　－

取締役候補者とした理由
技術部門を中心として当社業務全般に関する豊富な知識・経験を有しており、これまでの取締役としての
実績を踏まえて、引続き取締役候補者としております。

　
9
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取締役選任議案

 (注)１　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　２　当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行

に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填されます。
　　　　なお、各候補者が取締役に就任した場合は当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を同内容で更新する
　　　　予定であります。

10
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監査等委員選任議案

第3号議案 監査等委員である取締役3名選任の件

候補者番号 氏　名 地位 担　当

1 わ た

渡
な べ

邊
 

　
か ず

和
ひ さ

久 取締役 常勤監査等委員 再 任 再 
任

再 
任　

2 ひ

肥
ご

後
 

　
は る

治
き

樹 社外取締役 非常勤監査等委員 再 任 再 
任社 外 再 

任独 立

3 か み

神
お

尾　　
さとし

諭 社外取締役 非常勤監査等委員 再 任 再 
任社 外 再 

任独 立
　

　監査等委員である取締役3名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査等委員で
ある取締役3名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

11
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監査等委員選任議案

候補者番号

1 わ た

渡 
な べ

邊　
か ず

和 
ひ さ

久（1959年6月2４日生）

所有する当社の株式数……………… 900株
在任年数……………………………… 6年
取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再  任
　 　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1992年    8 月 当社入社　営業部
    2001年    6 月 当社営業部営業二課課長
    2011年    11月 山王電子（無錫）有限公司営業担

当
    2013年    10月 山王電子（無錫）有限公司総経理

    2016年    12月 当社事業統括本部付部長
    2017年    5 月 当社監査等委員会スタッフ
    2017年    10月 当社取締役常勤監査等委員

（現任）

［重要な兼職の状況］
　　　　－

監査等委員である取締役候補者とした理由
営業部門を中心とした当社業務全般に関する豊富な知識・経験を有し、これまでの監査等委員としての　
実績を踏まえて、引き続き監査等委員である取締役候補者としております。

　
候補者番号

2 ひ

肥
 

 
ご

後
 

　
は る

治
 

 
き

樹（1959年6月20日生）

所有する当社の株式数……………… 1,100株
社外取締役在任年数………………… 4年
取締役会出席状況…………………… 13/14回　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1982年    4 月 国税庁入庁
    1989年    7 月 伊万里税務署長
    2006年    7 月 熊本国税局総務部長
    2007年    7 月 筑波大学大学院ビジネス科学研究

所教授
    2010年    7 月 国税庁課税部資産課税課長

    2016年    6 月 税務大学副校長
    2017年    7 月 熊本国税局長
    2019年    4 月 学校法人亜細亜学園亜細亜大学

法学部教授（現任）
    2019年    10月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
［重要な兼職の状況］

学校法人　亜細亜学園　亜細亜大学法学部教授

監査等委員である取締役候補者とした理由および社外取締役として期待される役割の概要
肥後治樹氏は会社の経営に関与されたことはありませんが、2019年10月より監査等委員である取締役と
して取締役の職務執行を監査・監督し、その責務を果たしております。また長年にわたり、国税業務の要
職を歴任し、企業財務・税務分野での豊富な知識・業務経験を有しており、客観的・中立的な立場から、
今後も当社の経営に対する助言をいただけると判断したため、監査等委員である社外取締役候補者として
おります。選任後は、専門的知識に基づき、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保する観点から適宜必
要な質問・提言を行うことを期待しております。
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監査等委員選任議案

候補者番号

3 か み

神
 

 
お

尾 
 

　
さ と し

諭 （1959年12月16日生）

 所有する当社の株式数……………… 0株
 社外取締役在任年数………………… 4年
 取締役会出席状況…………………… 14/14回　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1983年    4 月 協和銀行（現　りそな銀行）入行
    2002年    10月 あさひ銀行（現　埼玉りそな銀

行）伊奈支店長
    2007年    1 月 りそな銀行青戸支店長
    2009年    10月 同行　難波エリア拠点統括部長
    2012年    4 月 同行　融資管理部長
    2015年    4 月 りそなビジネスサービス株式会社　　　　　　　　

執行役員ローン融資サポート部長

    2016年    10月 同社　執行役員　監査室長
    2018年    4 月 同社　常務取締役
    2019年    10月 当社　社外取締役（監査等委員）

（現任）
    2020年    3 月 りそなビジネスサービス株式会社

顧問
    2020年    12月 川岸工業株式会社　独立社外取締

役（現任）
［重要な兼職の状況］
川岸工業株式会社　独立社外取締役

監査等委員である取締役候補者とした理由および社外取締役として期待される役割の概要
神尾諭氏は2019年10月より監査等委員である取締役として取締役の職務執行を監査・監督し、その責務
を果たしております。また長年にわたり、金融機関における支店長等の要職を歴任し、財務及び会計分野
での豊富な知識・業務経験を有しており、客観的・中立的な立場から今後も経営に対する助言をいただけ
ると判断したため、監査等委員社外取締役候補者としております。選任後は、専門的知識に基づき、当社
の意思決定の妥当性・適正性を確保する観点から適宜必要な質問・提言を行うことを期待しております。

　(注)1　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　  2　肥後治樹氏および神尾諭氏は社外取締役候補者であります。
　  3　当社は肥後治樹氏および神尾諭氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づき、独立役員として届出を行っております。肥後
　　　 治樹氏および神尾諭氏が再任された場合は、当社は引き続き独立役員とする予定であります。
　  4　当社と渡邊和久氏、肥後治樹氏および神尾諭氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき同法第423条第1項の損害賠償
　　　責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に規定する最低
　　　責任限度額としております。なお、渡邊和久氏、肥後治樹氏および神尾諭氏が再任された場合は、当該契約を継続する予定
　　　であります。
　  5　当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に
　　　関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填されます。
　　　なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を同内容で更新する
　　　予定であります。

以上
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スキル・マトリックス

役職名 氏　名 企業経営 グローバル 会計・
ファイナンス

法務・
コンプライアンス 技術・製造 営業・

マーケティング 人材開発・人事

取締役会長 甲山　文成 ● ● ● ●

代表取締役
社長 三浦　尚 ● ● ● ●

専務取締役 荒巻　拓也 ● ● ● ●

取締役 井上　哲也 ● ●

取締役 浜口　和雄 ● ● ●

取締役 樋󠄁口　雅信 ● ●

取締役
常勤監査等委員 渡邊　和久 ● ● ●

社外取締役
監査等委員 肥後　治樹 ● ●

社外取締役
監査等委員 神尾　諭 ● ● ●

スキル項目 スキルの定義
企業経営 経営トップとしての知見と経験
グローバル 国際情勢や海外事業に関する知見と経験
会計・ファイナンス 会計・ファイナンスに関する知見と経験
法務・コンプライアンス 法務・コンプライアンスに関する知見と経験
技術・製造 技術・製造に関する知見と経験
営業・マーケティング 営業・マーケティングに関する知見と経験
人材開発・人事 人材開発・人事・労務等の人材戦略に関する知見と経験

（ご参考）本総会終了後の取締役及び監査等委員のスキル・マトリックス
第2号議案及び第3号議案が原案通り承認可決された場合、取締役及び監査等委員のスキル・マトリックスは、以下のとおりとなり
ます。

※各取締役の有するスキルの主なものを記載しており、すべての知見や経験を表すものではありません。

各スキルの定義

以上
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当事業年度の事業の状況

事業報告 （2022年8月1日から2023年7月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

提供書面

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における世界経済におきましては、供給面での制約による半導体等の調達難は緩和されつつ
あるものの、世界的な金融引き締めの継続により欧米における景気後退リスクが意識されており、ウィズコロ
ナによる需要回復、アメリカ経済における労働力不足及びウクライナ危機に伴う資源価格高騰により物価が上
昇しているだけでなく、中国経済の停滞についても懸念される状況にあります。
　わが国経済におきましても、輸出の底堅い動きで新型コロナウイルスの影響から景気は持ち直しております
が、国内企業物価は緩やかに下落しているものの高い水準の賃上げなどにより消費者物価は上昇するなど、先
行き不透明な状況が続いております。
　当社グループが属する電子工業界では、中長期的には市場の拡大による成長の途上にありますが、第２四半
期まで堅調であった産業機器向け分野や民生用機器向け分野における在庫調整等の影響で第３四半期以降は想
定以上に需要が大きく落ち込み、また自動車向け分野において本格的な需要の回復に至っていないなど、当連
結会計年度においては総じて需要が急激に減少する厳しい市場環境にありました。
　このような状況のもと当社グループは、微細めっき技術の追求等による品質向上や、製造工程の自動化、エ
ネルギー価格の急激な上昇の影響を最小限にとどめるべく生産拠点管理の効率化による生産性向上に積極的に
取り組んでまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は9,563百万円（前連結会計年度比1.2％増）、営業利益は205百万円
（前連結会計年度比59.0%減）、経常利益は239百万円（前連結会計年度比52.8%減）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は154百万円（前連結会計年度比56.7%減）となりました。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は899百万円であります。国内では、東北事業部
での新ライン建設を中心に881百万円の投資を行いました。また海外子会社では、Sanno Philippines 
Manufacturing Corporationが17百万円投資いたしました。

③   資金調達の状況
　当連結会計年度において、設備資金調達のため、株式会社りそな銀行、株式会社三菱UFJ銀行、株式会社商
工組合中央金庫から、新たに合計500百万円の追加借入を行いました。
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財産及び損益の状況の推移

区　　　分 第62期
（2020年7月期）

第63期
（2021年7月期）

第64期
（2022年7月期）

第65期
（当連結会計年度）
（2023年7月期）

売 上 高 (千円) 7,947,099 8,051,626 9,453,992 9,563,481
経 常 利 益 (千円) 86,532 243,804 507,728 239,853
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 171,441 966,134 355,751 154,064

1 株 当たり当期純利益 (円) 37.14 209.31 77.07 33.38
総 資 産 額 (千円) 10,400,608 10,710,532 11,617,626 11,608,074
純 資 産 額 (千円) 4,324,947 5,027,272 5,621,693 5,946,884
1 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 936.96 1,089.14 1,217.94 1,288.39

区　　　分 第62期
（2020年７月期）

第63期
（2021年７月期）

第64期
（2022年７月期）

第65期
（当事業年度）
（2023年７月期）

売 上 高 (千円) 5,476,512 6,334,173 7,860,564 7,575,853
経 常 利 益 (千円) 58,813 193,022 438,054 141,567
当 期 純 利 益 (千円) 158,690 633,804 488,895 84,133
1 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 34.38 137.31 105.92 18.23
総 資 産 額 (千円) 9,963,376 10,435,264 11,122,439 10,837,592
純 資 産 額 (千円) 4,147,562 4,826,032 5,216,888 5,270,058
1 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 898.53 1,045.54 1,130.24 1,141.76

(2) 財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

② 当社の財産及び損益の状況の推移

(注) 1株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、1株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済
株式総数により算出しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会社名 資本金
（千米ドル）

当社の出資
（議決権）比率

（％）
主要な事業内容

Sanno Philippines
Manufacturing
Corporation

18,560 99.9 電子機構部品（コネクタ、スイッチ、
ICソケット等）の貴金属表面処理加工

 (3)重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

 (4)対処すべき課題
　当社グループでは、表面処理・プレス加工のノウハウを活かし社会貢献するという創業から受け継いだ精
神をより明確にし、更には会社の持続的な成長と価値創造の土台を築くため、2022年1月に、「私たちの
働きで、社会のインフラを支え人々の暮らしの安全、便利な社会の実現に貢献する」を当社の存在意義（パ
ーパス）として設定いたしました。また、「受注拡大」、「生産体制の増強・収益力の強化」を主要戦略と
して掲げ、2022年7月期に引き続き2023年7月期もこれらの戦略を当社グループ一丸で推進し、成果を挙
げることができました。
　2024年7月期も、この「パーパス」や以下の主要戦略の推進に加え、環境変化に応じた体制整備を進め
ることで、お客様、株主の皆様・社員をはじめとする全てのステークホルダーの皆様の期待に応えてまいり
ます。

① 受注拡大
　足元の市場環境は、欧米での地政学リスクの高まりによる資源価格高騰に伴うインフレの進行とそれへの
対応としての政策金利の上昇の影響や、中国での不動産価格の下落による景気下押し懸念の増大から、世界
景気減速のリスクが高まっております。このため、今まで堅調であった産業機器向け分野や民生用機器向け
分野において、想定以上に需要が落ち込み、在庫過剰の状態となっています。一方、中長期的には、新たな
AI市場の開発をはじめとしたDX化の進展や５Ｇ通信向け分野での本格普及の始まりなどを背景として、市
場の成長、部品需要の拡大は継続するものと考えております。
　このような状況のもと、今後の需要の増大に対応し、中長期的に成長を続けていくため、徹底したマーケ
ティング活動と、東北事業部への加工難易度の高い新製品への対応が可能な新ラインの建設など、引き続き
タイムリーな設備投資を実施し、製造工程の自動化、効率化による生産性向上とともに、新たな部分微細め
っき技術や品質面でのより一層の高度化の追求など、他社が追随できない技術的差別化を進めることで受注
の拡大を図ってまいります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

② 生産体制の増強とシステム化の推進
　グループ最大の生産拠点である東北事業部の生産体制増強に向けた新設備建設に加え、めっき、プレスの
既存設備においても、より一層の生産性向上を図るため、加工の自動化、工程検査システムの確立などのシ
ステム化を進めてまいります。引続き車載、通信、産業機器分野のそれぞれで、お客さまが求める高度な要
求にも迅速に対応できる生産体制の整備・増強を進めてまいります。

③ 人材育成
　労働力人口の減少のもとであっても、事業展開を支える人材の採用強化や成長分野を強化する人材の再配
置などの組織戦略を推進してまいります。また、社員の育成、変化適応力向上のため、外部の教育システム
による階層別、分野別研修やキャリアパス教育、部門別教育を推進し、社員ひとりひとりがもつ成長意欲と
キャリアビジョンを実現すべく、働く環境の整備を継続してまいります。

④ 環境への取組み
　当社グループは、地球温暖化防止、資源保護、環境汚染防止などへの取り組み強化の一環として、東北事
業部に太陽光発電をベースとする再生可能エネルギー設備を導入しております。
　また東北事業部で使用する電力において、再生可能エネルギー発電所由来のCO2フリー電気を活用する
ことで、CO2 排出量を2030年度に2017年度比で 50％削減することを目標として掲げており、引き続き
地球環境への負荷軽減を図ってまいります。

⑤ 新規事業推進
　2050年カーボンニュートラル達成に向け、世界各国の水素エネルギー開発競争が激化する中、我が国で
は2023年6月に「水素基本戦略（改定）」を発表し、2030年までに日本関連企業の水電解装置の導入数値
目標を明示するとともに、部素材等の水素コア技術が世界で活用されることを目指す水素産業戦略が新たに
示されました。
　これを受け、水素透過膜をはじめとする当社新規開発品については、事業化に向けた動きを加速してまい
ります。
　開発中の水素透過膜は当社の貴金属めっき技術を応用したもので、既存技術で製造された水素透過膜と比
較し、低コストかつ水素の透過量を増大させることができるため、水素精製装置の一層の小型化要求に応え
られる技術と考えております。
　水素透過膜の開発については、国立大学法人 東京工業大学 科学技術創成研究院 ゼロカーボンエネルギー
研究所、および国立開発研究法人 産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所とそれぞれ共同研究
契約を締結し共同研究を進めているほか、福島県からも再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業として
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

支援を頂いております。
　当社の水素透過膜開発が水素の普及に寄与するよう、事業化に向けた開発を推進してまいります。

今後とも株主の皆さまには、なお一層のご指導、ご鞭撻を賜りたく、よろしくお願い申しあげます。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

(5) 主要な事業内容（2023年7月31日現在）
　当社グループは、電子機構部品（コネクタ、スイッチ、ICソケット等）の貴金属表面処理加工及び精密プ
レス加工を主な事業としております。

名　　　称 所　在　地
　本　　　　　社 神奈川県横浜市

　東 北 事 業 部 福島県郡山市

　鈴川技術センター 神奈川県伊勢原市

　秦野プレス技術センター 神奈川県秦野市

名　　　称 所　在　地
Sanno Philippines
Manufacturing
Corporation

フ ィ リ ピ ン 共 和 国
カ ビ テ 州

(6) 主要な営業所及び工場（2023年7月31日現在）

① 当社の主要な事業所及び工場

② 子会社の事業所
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使用人数 前連結会計年度末比増減
389（130）名 △20（1）名

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
293（31）名 4（△1）名 39.6歳 12.1年

(7) 使用人の状況（2023年7月31日現在）

① 企業集団の使用人数

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

② 当社の使用人数

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

借入先 借入額（百万円）
株式会社りそな銀行 2,344

株式会社三菱UFJ銀行 1,260

株式会社商工組合中央金庫 606

(8) 主要な借入先の状況（2023年７月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 17,600,000株
② 発行済株式の総数 5,000,000株

（自己株式数384,248株を含む。)

③ 株主数 4,342名

株主名 持株数（株） 持株比率（％）
荒 巻 芳 幸 739,480 16.02

有 限 会 社 山 旺 商 事 528,000 11.44

山 王 貴 金 属 株 式 会 社 209,700 4.54

株 式 会 社 り そ な 銀 行 192,000 4.16

荒 巻 拓 也 153,000 3.31

荒 巻 喜 代 子 124,140 2.69

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 100,000 2.17

株 式 会 社 山 王 従 業 員 持 株 会 76,760 1.66

荒 巻 典 之 73,000 1.58

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 66,800 1.45

(1) 会社の株式に関する事項（2023年７月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

(注) １. 当社は自己株式384,248株を保有していますが、上記大株主からは除いております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 会社の新株予約権等に関する事項
　①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
　②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
　③　その他新株予約権等に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏名 担当

取 締 役 会 長 甲 山 文 成

代 表 取 締 役 社 長 三 浦 　 尚 （IR担当、内部監査室、事業開発部管掌）

専 務 取 締 役 荒 巻 拓 也 東北事業部事業部長（東北事業部、営業部、事業企画部管掌）

取 締 役 井 上 哲 也 ＳＰＭＣ取締役社長（海外管掌）

取 締 役 浜 口 和 雄 総務部部長（情報開示・購買担当、総務部、経理部、バレル製
造部管掌）

取 締 役 樋󠄁 口 雅 信
東北事業部副事業部長兼技術部部長兼東北事業部生産技術部部長
（品質・環境担当、技術部、品質保証部、東北事業部副管掌）

取 締 役 渡 邊 和 久 常勤監査等委員

社 外 取 締 役 肥 後 治 樹 非常勤監査等委員

社 外 取 締 役 神 尾 　 諭 非常勤監査等委員

(3) 会社役員に関する事項（2023年7月31日現在）

① 取締役の状況

　なお、重要な兼職の状況については、②をご参照ください。
(注) 1. 取締役（監査等委員）肥後治樹氏及び取締役（監査等委員）神尾　諭氏は、社外取締役であります。

なお、当社は、肥後治樹氏及び神尾　諭氏を東京証券取引所に「独立役員」として届出を行っております。
2. 社外取締役（監査等委員）肥後治樹氏は、会社の経営に関与されたことはありませんが、長年にわたり、国税業務の要職を歴任

し、企業財務・税務分野での豊富な知識・業務経験を有しております。
また、社外取締役（監査等委員）神尾　諭氏は、金融機関において長年にわたり、支店長等の要職を歴任し、豊富な業務経験を通
して財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

3. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、渡邊和久氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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会社役員に関する事項

区分 氏名 兼務する他の法人等 兼務の内容

取 締 役

甲 山 文 成
Sanno Philippines
Manufacturing Corporation 取締役

Sanno Land Corporation 取締役

三 浦 　 尚
Sanno Philippines
Manufacturing Corporation 取締役

Sanno Land Corporation 取締役

井 上 哲 也 Sanno Philippines
Manufacturing Corporation 取締役社長

肥 後 治 樹 学校法人 亜細亜学園 亜細亜大学 法学部教授

神 尾 　 諭 川岸工業株式会社 独立社外取締役

② 重要な兼職の状況

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき非業務執行取締役である、渡邊和久氏、肥後治樹氏、神尾　
諭氏と同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第1項に規定する最低責任限度額としております。

④ 役員等賠償責任保険契約に関する内容の概要等
　当社は保険会社との間で取締役を被保険者とする会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保
険契約を締結しており、その保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約では被保険者が、当該保険契約期間中における職務の執行に関して責任を負うこと、また
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険により保険会社が補
填するものであり、1年毎に更新しております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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会社役員に関する事項

区分 支給人員 報酬等の総額
（千円）

報酬等の額（千円）

固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取 締 役
（監査等委員を除く） 6名 155,332 155,332 　　－ 　　－

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
（2名）

28,520
（12,000）

28,520
（12,000）

　　－
　（－）

　　－
　　（－）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9名
（2名）

183,852
（12,000）

183,852
（12,000）

　　－
　（－）

　　－
　（－）

⑤ 取締役の報酬等の総額

⑥ 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬限度額は、2015年10月28日開催の第57回定時株主総会
において年額300,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委
員である取締役を除く）の員数は6名です。
　取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年10月28日開催の第57回定時株主総会において年額
50,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は3
名です。

⑦ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主
利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針とし、取締役会にて決議しております。具体的には、固定の月額報酬と業績連動の役員賞
与により構成し、株主総会決議により定められた報酬限度額の範囲内で支払うこととします。
　当社の監査等委員である取締役の報酬は、固定の月額報酬のみで構成し、株主総会決議により定められ
た報酬限度額の範囲内で支払うこととします。

ロ．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の基本報酬は、固定の月額報酬とし、役位、職責に応じて当社の業績、当社と同程度の事
業規模や関連する業種に属する企業をベンチマークとして、社外取締役を中心として構成される監査等委
員会の意見を踏まえ決定いたします。
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会社役員に関する事項

ハ．業績連動報酬等の内容及び額の算定方法の決定に関する方針
　業績連動報酬等は、連結業績及び配当方針等を考慮し算定することとし、業績への貢献が報酬へ反映さ
れるよう基本的に親会社株主に帰属する当期純利益を当該報酬に係わる業績指標とし、各事業年度の目標
値に対する達成度合いに応じて毎年一定の時期に支給します。目標となる業績指標は、予算策定時に設定
し、適宜、環境の変化に応じて取締役会で見直しを行うものとします。
　当該期における業績連動報酬は、当該期の売上高9,563百万円、営業利益205百万円、経常利益239百
万円、親会社株主に帰属する当期純利益154百万円となり、利益を確保することができましたが、現在の
経営環境を鑑み、また上記方針を照らし合わせて総合的に勘案した結果、当該期における業績連動報酬等
の支給を見送ることといたしました。

ニ．基本報酬及び業績連動報酬等の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　取締役の種類別の報酬割合については、連結業績及び配当方針等を考慮し算定することとし、業績への
貢献が報酬へ反映されるよう基本的に親会社株主に帰属する当期純利益を当該報酬に係わる業績指標とし
業績連動報酬等の割合に関する案を執行側で作成し、社外取締役を中心として構成される監査等委員会の
意見を踏まえて決定することとします。

ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受
けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当業務の業績を踏まえた賞
与の評価配分とします。委任を受けた代表取締役社長　三浦　尚は、当該権限が適切に行使されるよう、
社外取締役を中心として構成される監査等委員会の意見を踏まえ、決定することとします。

　　なお、会社事業運営を総括している代表取締役に委任することが適切な判断につながるという理由によ
り、当該事業年度に係る個人別の報酬等について、月額報酬については前頁ロの方針、賞与については上
記ハの方針に従い決定することを前提に取締役会が代表取締役に一任し決定していることから、取締役会
は当該報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
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区分 氏名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 肥後治樹

当該事業年度に開催された取締役会14回のうち13回、監査等委員会15
回のうち14回出席いたしました。あらゆる場面（取締役会、監査等委
員会、経営会議を含む）において、国税業務の経験を活かし、企業財
務・税務分野の豊富な経験・知識により、その意思決定の妥当性・適正
性を確保する観点から適宜必要な発言・提言等を行い、監査結果につい
ては意見交換・重要事項の協議等を行っています。その他、重要な会議
にも適宜出席し、助言・提言を行っています。今後も専門的知識に基づ
き、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保する観点から適宜必要な質
問・提言等を行うことを期待しております。

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 神尾　諭

当該事業年度に開催された取締役会14回全て、監査等委員会15回全て
に出席いたしました。あらゆる場面（取締役会、監査等委員会、経営会
議を含む）において、金融業務の経験を活かし、財務・会計分野の豊富
な経験・知識により、その意思決定の妥当性・適正性を確保する観点か
ら適宜必要な発言・提言等を行い、監査結果については意見交換・重要
事項の協議等を行っています。その他、重要な会議にも適宜出席し、助
言・提言を行っています。今後も専門的知識に基づき、当社の意思決定
の妥当性・適正性を確保する観点から適宜必要な質問・提言等を行うこ
とを期待しております。

⑧ 社外役員に関する事項
イ. 重要な兼職の状況及び当該兼職先と当社との関係
　社外取締役監査等委員　肥後治樹氏は、学校法人 亜細亜学園 亜細亜大学 法学部教授を兼職いたしてお
りますが、当社と学校法人 亜細亜学園 亜細亜大学との間におきまして取引関係はございません。
　社外取締役監査等委員　神尾　諭氏は、川岸工業株式会社　独立社外取締役を兼職いたしております
が、当社と川岸工業株式会社との間におきまして取引関係はございません。
ロ. 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

イ. 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 37,500千円
ロ. 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
37,500千円

（４）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称
　有限責任 あずさ監査法人

② 会計監査人の報酬等の額

(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分し
ておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

     2. 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人等の監査を受けております。
     3. 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由

当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査
報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人
の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合
に、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監
査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要、剰余金の配当等の決定に関する方針

(5) 業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適正を確保する
ための体制（以下「内部統制システム」という。）についての当社取締役会における決定内容の概要は次の
とおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するた
めの体制

イ. 当社及び当社子会社の取締役ならびに使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行
動規範として、企業倫理方針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を策定しております。

ロ. コンプライアンス体制の徹底をはかるため、総務部管掌取締役をコンプライアンス担当役員とし、総務
部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括するとともに、同部を中心に当社及び当社子会
社の取締役ならびに使用人に対し教育・研修等を行っております。

ハ. 監査等委員会は内部統制システムの機能と有効性を監視・検証するとともに、取締役の違法行為を是
正・防止するため、取締役の職務執行に関する意思決定の適法性を監視・検証し、監査の実効性の確保
に努めております。

ニ. 内部監査室は社長直轄機関とし、コンプライアンスの状況を監査し、社長に報告するとともに、随時、
監査等委員会に対しても報告しております。

ホ. 当社及び当社子会社における法令上疑義のある行為や不正行為等について当社及び当社子会社の使用人
が直接情報提供を行う手段として、総務部主管で、社の内外にホットラインを設置し、運営しておりま
す。

ヘ. 当社及び当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、
警察、顧問弁護士等専門機関との連携に努め、全社を挙げて毅然とした態度で組織的に対応しておりま
す。

ト. 当社は、「金融商品取引法」の定めに基づく財務報告の信頼性と適正性を確保するため、「金融商品取
引法に基づく内部統制基本規程」を制定するとともに、当社及び当社子会社に関する内部統制システム
を整備して適正な運用に努め、それを評価するための体制を構築しております。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要、剰余金の配当等の決定に関する方針

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 取締役の職務執行に係る情報を、「文書保管及び廃棄に関する規程」に基づき、文書または電磁的媒体

（以下「文書等」という。）に記録し、安全かつ検索性の高い状態で保存・管理しております。
ロ. 取締役は、「文書保管及び廃棄に関する規程」の定めに従い、常時、これらの文書等を閲覧できるもの

としております。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社及び当社子会社の業務執行に伴う様々なリスクを認識し、リスク発生を未然に防止する予防体制の

強化とリスク発生時の損失極小化に向けた対応をはかるため、当社子会社を含む全社的な「リスク管理
規程」を策定するとともに、総務部管掌取締役の統括の下で、各リスクの所管部門において、ガイドラ
インの制定、教育・研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行っております。

ロ. 当社総務部は、全社的リスク状況の監視及び全社的対応を行っております。
ハ. 新たに生じたリスクについては、当社取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めており

ます。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、取締役会において適切かつ効率的な審議及び意思決定が行われるよう、「取締役会規程」や

「決裁権限規程」の改訂・整備を行うとともに、重要な日常業務の報告・意見交換を目的として設置し
た経営会議を通して、当社の経営方針・諸施策の迅速かつ的確な周知徹底をはかることにより経営活動
の効率化と実効性を高めております。

ロ. 当社は、各取締役の担当分野における業務執行内容を明確にし、各取締役は自己の担当に関する業務目
標の達成を通じて、全社的な経営目標の達成に努めます。取締役会はその目標達成の程度につき、ITを
活用して定期的にレビューの上、各取締役に改善を促し、全社的な目標の達成を効率的に実現しており
ます。

ハ. 当社は、「組織規程」、取締役及び使用人の「業務分掌規程」、「決裁権限規程」、「稟議規程」、
「関係会社規程」等を制定するとともに適宜改訂を行い、当社子会社を含めて、効率的に職務の執行が
行われる体制をとっております。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑤ 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
イ. 当社が定める「関係会社規程」において、当社子会社の営業成績、財務状況その他重要な情報につい

て、当社への定期的な報告を義務付けております。
ロ. 当社は、月1回、当社取締役及び部門長、当社子会社社長、室長が出席する経営会議を開催し、当社子

会社において重要な事象が発生した場合に関し当該会議における報告を義務付けております。

⑥ その他当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当社子会社の管理は海外管掌取締役が担当し、「関係会社規程」を整備して、当社子会社のコンプライ

アンス体制、リスク管理体制を構築・推進するとともに、総務部はこれを支援しております。
ロ. 当社監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と連携し、当社子会社の業務執行の適正確保の観点か

ら監査を行っております。
ハ. 適正なグループ経営を推進するため、当社及び当社子会社における情報の一元化・共有化をはかり、報

告・指示・要請の伝達等が適時・的確に行われる体制を構築しております。

⑦ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
当社監査等委員会は、内部監査室または総務部・経理部所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令す
ることができるものとしております。

⑧ 前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び
当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ. 当社監査等委員会により監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その指示・命令に関して、業務執行
取締役、所属上長等の指揮命令を受けないものとし、もっぱら監査等委員会の指揮命令に従わなければ
ならないものとしております。

ロ. 当社は内部規程において、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、監査等委員会の指揮命令に
従う旨、及び、当該指揮命令に従わなかった場合には社内処分の対象になる旨を明記しております。

⑨ 当社の監査等委員会へ報告をするための体制
イ. 当社の取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社子会社に重大な

影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内
容を速やかに報告することとしております。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）について
は、取締役と監査等委員会との協議により決定しております。

31



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/09/25 12:45:32 / 23002609_株式会社山王_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要、剰余金の配当等の決定に関する方針

ロ. 当社及び当社子会社の役職員は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求められ
たときは、速やかに適切な報告を行っております。

ハ. 当社の役職員は、法令等の違反行為等、当社または当社子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
について、これを発見次第、直ちに監査等委員会に報告を行っております。

ニ. 当社内部監査室、総務部・経理部は、定期的に当社監査等委員会に対する報告会を実施し、当社及び当
社子会社における内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告しております。

ホ. 当社及び当社子会社の内部監査通報制度の担当部署は、当社及び当社子会社の役職員からの内部通報の
状況について、定期的に監査等委員会に対して報告しております。

⑩ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

イ. 当社及び当社子会社は、監査等委員会へ報告を行った当社及び当社子会社の役職員に対し、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社の役職員に周知
徹底しております。

ロ. 当社及び当社子会社は、「コンプライアンス相談通報窓口規程」において、当社及び当社子会社の役職
員が監査等委員会に対して直接通報を行うことができることを定めるとともに、当該通報をしたこと自
体による解雇その他不利益取扱いの禁止を明記しております。

⑪ 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につい
て生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の職務の執行について生じる費用または債
務の処理に係る方針に関する事項

イ. 当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の2第4項に基づく費用
の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が監査等委員会の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとしております。

ロ. 監査等委員が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査等委員のための顧問とすることを求
めた場合、当社は、監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担す
るものとしております。

ハ. 当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定額の予算を設けてお
ります。
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⑫ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社監査等委員会による取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人からの個別ヒアリング
の機会を随時設けるとともに、監査等委員会は、代表取締役社長、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）、内部監査室及び会計監査人との間で定期的に意見交換しております。

運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての運用状況の概要は次のとおりであります。

① 重要な会議の開催状況
当期（2022年8月1日から2023年7月31日まで）における主な会議の開催状況は、次のとおりであり
ます。
取締役会は14回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性
を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が常時出席いたしました。その他、経営会議は
12回開催され当社及び当社子会社の経営状況や課題などの報告を受けました。加えて、リスク・コンプ
ライアンス委員会を4回開催し、当社各部門及び当社子会社のリスク及びコンプライアンスに関する課
題の把握とその対応策の検討を行いました。

② 監査等委員会の職務の執行について
監査等委員会は、監査計画に従って当社及び当社子会社の監査を実施するとともに、経営判断や業務執
行の適法性・相当性・効率性等を検証・確認するため取締役会・経営会議等の重要な会議に出席すると
ともに、代表取締役を含む業務執行取締役や使用人との定期的な面談を行って内部統制システムの構
築・運用状況の報告や説明を求めました。
さらに、内部監査部門や会計監査人と定期的な会合を行い、積極的な連携をはかりました。

③ 内部監査の実施
内部監査室は、年間の監査計画に基づき、当社全部門及び当社子会社の内部監査を行うとともに、監査
等委員会への定期的な報告を実施いたしました。

④ 財務報告に係る内部統制について
当社及び当社子会社の全社統制、業務プロセス統制、IT統制、決算財務統制の整備と運用状況の評価を
実施いたしました。
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⑤ 反社会的勢力排除について
契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、反社会的勢力の情報を収集する取り組
みを総務部を中心に継続的に実施いたしました。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社の利益配分につきましては、今後の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安
定した配当を実施していくことを基本方針としております。
　当期末の配当金については上記の基本方針を踏まえ、当社業績及び今後の経営環境を総合的に勘案いたしま
して、前記の株主総会参考書類５頁に記載しております、第１号議案にご提案のとおり、１株当たり10円と
させていただきたいと存じます。

・１株当たりの配当金 10円
・配当金の総額 46,157,520円
・効力発生日 2023年10月27日

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2023年7月31日現在） (単位：千円)
科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部
流動資産 7,580,833 流動負債 3,622,922

現金及び預金 3,387,007 支払手形及び買掛金 292,457
受取手形 356,482 短期借入金 2,400,000
売掛金 1,606,525 1年内返済予定の長期借入金 346,148
製品 185,459 リース債務 84,123
原材料及び貯蔵品 1,759,756 未払法人税等 6,574
その他 285,601 その他 493,619

固定負債 2,038,267
固定資産 4,027,241 長期借入金 1,465,498
有形固定資産 3,377,099 リース債務 258,987
建物及び構築物 401,993 退職給付に係る負債 192,753
機械装置及び運搬具 781,427 繰延税金負債 2,502
土地 1,226,410 その他 118,525
リース資産 267,935 負債合計 5,661,190
その他 699,333 純資産の部

株主資本 5,201,905
無形固定資産 160,367 資本金 962,200

資本剰余金 870,620
投資その他の資産 489,774 利益剰余金 3,494,592
投資有価証券 341,115 自己株式 △125,507
その他 148,659 その他の包括利益累計額 744,979

その他有価証券評価差額金 64,509
為替換算調整勘定 681,016
退職給付に係る調整累計額 △546
純資産合計 5,946,884

資産合計 11,608,074 負債純資産合計 11,608,074

連結計算書類
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連結損益計算書（2022年8月1日から2023年7月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 9,563,481
売上原価 7,887,893
売上総利益 1,675,587
販売費及び一般管理費 1,469,939
営業利益 205,648
営業外収益 140,257
受取利息 17,265
受取配当金 6,433
受取賃借料 5,113
補助金収入 101,759
その他 9,685
営業外費用 106,052
支払利息 46,048
支払手数料 1,883
為替差損 1,924
固定資産圧縮損 44,091
その他 12,103
経常利益 239,853
特別利益 347
　投資有価証券売却益 47
固定資産売却益 300
特別損失 1,809
固定資産除却損 1,809
税金等調整前当期純利益 238,390
法人税、住民税及び事業税 37,846
法人税等調整額 46,479
当期純利益 154,064
親会社株主に帰属する当期純利益 154,064
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連結株主資本等変動計算書（2022年8月1日から2023年7月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 962,200 870,620 3,386,684 △125,507 5,093,997

当期変動額

剰余金の配当 △46,157 △46,157

親会社株主に帰属する
当期純利益 154,064 154,064

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 107,907 － 107,907

当期末残高 962,200 870,620 3,494,592 △125,507 5,201,905

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算調整
勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 49,314 475,145 3,235 527,695 5,621,693

当期変動額

剰余金の配当 △46,157

親会社株主に帰属する
当期純利益 154,064

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 15,194 205,870 △3,781 217,283 217,283

当期変動額合計 15,194 205,870 △3,781 217,283 325,191

当期末残高 64,509 681,016 △546 744,979 5,946,884

37



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/09/25 12:45:32 / 23002609_株式会社山王_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

貸借対照表（2023年7月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部
流動負債 5,211,688 流動負債 3,534,293

現金及び預金 1,838,566 支払手形 232,599
受取手形 356,482 買掛金 28,566
売掛金 1,284,940 短期借入金 2,400,000
製品 179,852 1年内返済予定の長期借入金 346,148
原材料及び貯蔵品 1,297,581 リース債務 84,123
前払費用 59,195 未払金 226,690
その他 195,068 未払費用 158,608

預り金 42,856
固定資産 5,625,904 その他 14,701
有形固定資産 3,155,707 固定負債 2,033,239
建物 370,908 長期借入金 1,465,498
構築物 6,765 リース債務 258,987
機械及び装置 655,832 繰延税金負債 2,664
車両運搬具 9,358 退職給付引当金 187,564
工具、器具及び備品 71,900 資産除去債務 30,183
土地 1,226,410 その他 88,341
リース資産 267,935 負債合計 5,567,533
建設仮勘定 546,597 純資産の部

株主資本 5,205,549
無形固定資産 146,159 資本金 962,200
ソフトウェア 52,103 資本剰余金 870,620
その他 94,056 資本準備金 870,620

利益剰余金 3,498,236
投資その他の資産 2,324,037 利益準備金 28,178
投資有価証證券 237,124 その他利益剰余金 3,470,058
関係会社株式 1,959,829 　繰越利益剰余金 3,470,058
保険積立金 98,990 自己株式 △125,507
その他 28,092 評価・換算差額等 64,509

その他有価証券評価差額金 64,509
純資産合計 5,270,058

資産合計 10,837,592 負債純資産合計 10,837,592

計算書類
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損益計算書（2022年8月1日から2023年7月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 7,575,853
売上原価 6,206,884
売上総利益 1,368,969
販売費及び一般管理費 1,317,151
営業利益 51,817
営業外収益 193,872
受取利息 424

受取配当金 6,433

技術指導料 72,000

為替差益 2,182

補助金収入 101,759

その他 11,073
営業外費用 104,122
支払利息 46,048

固定資産圧縮損 44,091

その他 13,982
経常利益 141,567

特別利益 347
投資有価証券売却益 47

固定資産売却益 300

税引前当期純利益 141,914
法人税、住民税及び事業税 10,879

法人税等調整額 46,901
当期純利益 84,133
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株主資本等変動計算書（2022年8月1日から2023年7月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計繰越利益剰余金

当期首残高 962,200 870,620 28,178 3,432,082 3,460,261 △125,507 5,167,573

当期変動額

剰余金の配当 △46,157 △46,157 △46,157

当期純利益 84,133 84,133 84,133
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － 37,975 37,975 － 37,975

当期末残高 962,200 870,620 28,178 3,470,058 3,498,236 △125,507 5,205,549

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
当期首残高 49,314 5,216,888

当期変動額

剰余金の配当 △46,157

当期純利益 84,133
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 15,194 15,194

当期変動額合計 15,194 53,170

当期末残高 64,509 5,270,058
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連結会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年９月15日

株式会社山王
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 井 上 倫 哉業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 大 輔業 務 執 行 社 員

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社山王の2022年８月１日から2023年７月31日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山王及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告書

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、　　

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

　・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継　　
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継　　
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか　　
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事　　
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
　監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

42



2023/09/25 12:45:32 / 23002609_株式会社山王_招集通知_電子提供措置用

会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年９月15日

株式会社山王
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 井 上 倫 哉業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 大 輔業 務 執 行 社 員

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社山王の2022年８月１日から2023年７月31日までの第65
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告書

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、　　

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手　　
する。

　・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に　　
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す　　
る注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続　　
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続　　
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、　　
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明するこ　　
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、　　
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと　　
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適　　
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年８月１日から2023年７月31日までの第65期事業年度における取締役の職務の執行について監査をい

たしましたので、その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な報

告を受け、必要に応じて説明を求めるとともに取締役会その他重要会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について説明・報告を受けました。また、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年９月19日

株式会社山王　監査等委員会

常勤監査等委員 渡邊和久  ㊞
監査等委員 肥後治樹  ㊞
監査等委員 神 尾 諭  ㊞

(注) 監査等委員 肥後治樹氏及び神尾　諭氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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地図

会場

横浜市西区南幸二丁目16番28号
HOTEL THE KNOT YOKOHAMA（ホテル ザ ノット ヨコハマ）
2階「KING & QUEEN」（キング アンド クィーン）
TEL　045－311－1311（代表）

交通
JR各線、東急東横線、横浜市営地下鉄ブルーライン、京浜急行線、相鉄線、
みなとみらい線、横浜駅西口より徒歩5分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
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HOTEL THE KNOT YOKOHAMA
（ホテル ザ ノット ヨコハマ）

当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮願います。


